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中国の罪刑法定原則についての一、二の考察











































































































































































































































































































































































































































































































































































考量の過程が必要である。」（（31頁）といった、New York Times v. Sullivanに
おけるアメリカ合衆国連邦最高裁のブレナン判事の議論を想起せしめるようなまこ
とに斬新な議論が展開されている。しかしながら、刑法案件に利益衡量論を持ち込
むことの当否は別としても、「ある言論が犯罪に該当するかどうかに関わる案件」
において「憲法中の言論の自由の権利」との「合理的均衡」を司法を担当する裁判
官がはかれる構造には、現実の中国刑法３条の構造はなっていないのである。
(18) 本文で紹介する事例は、公刊の文献によるものではなく、インターネットから
検索したものである。「非法経営国際 IP電話案：律師質疑司法解釈」http:/www.
sina.com.cn 2004年05月15日 21世紀経済報道」を参照。筆者がこの事例を知り得
たのは、長島・大野・常松法律事務所中国弁護士の李美善女史の紹介による。な
お、『上海法院案例精選』（2002年）、上海人民出版社、2003年にも類似の案例「謝
志峰非法経営案」（547～552頁）が掲載されている。
(19) 趙 志主編、前掲注（５）書、54頁。
(20) 王作富『刑法論衡』法律出版社、2004年、68～70頁。
(21) 新潟大学法学部教授国谷知史氏の紹介による。
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(22) 145～146頁。
(23) 中国法研究者であれば周知のことであるが、ここに言う「国家の規定」とは全
人代・同常務委員会制定の法律と国務院制定の行政法規の類いのことである。
(24) 146頁。
(25) 146頁。
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